
（参考１）

（１）世帯数・被保険者数の推移（市町村） （各年度末現在）

世帯数 伸び率 人　数 伸び率 人　数 伸び率 人　数 伸び率 人　数 伸び率 人　数 伸び率

年度 万世帯 ％ 万人 ％ 万人 ％ 万人 ％ 万人 ％ 万人 ％

18 2,551 0.8 4,738 ▲ 0.7 3,873 ▲ 2.4 1,066 ▲ 4.0 2,807 ▲ 1.8 865 8.2

19 2,558 0.3 4,688 ▲ 1.1 3,806 ▲ 1.7 1,062 ▲ 0.4 2,744 ▲ 2.2 882 2.0

20 2,033 ▲ 20.5 3,597 ▲ 23.3 3,418 ▲ 10.2 - - 3,418 24.6 179 ▲ 79.7

21 2,033 0.0 3,567 ▲ 0.8 3,380 ▲ 1.1 - - 3,380 ▲ 1.1 186 4.3

22 2,037 0.2 3,548 ▲ 0.5 3,343 ▲ 1.1 - - 3,343 ▲ 1.1 205 9.8

（出所）　国民健康保険事業年報

（注１）平成２２年度は速報値である。

（注２）平成２２年度は、東日本大震災により被災した一部の保険者（２保険者）の数値を含んでいない。

世帯数 被保険者数
(A+C)

一般被保険者
(A)

退職被保険者等
(C)老人医療受給対象者(B) 左記以外のもの(A-B)

（２）１世帯・１人当たり保険料（税）調定額及び保険料（税）収納状況の推移（市町村）

金額 伸び率 金額 伸び率 増減差

年度 円 ％ 円 ％ 億円 億円 億円 億円 億円 億円 ％ ％

18 154,524 1.2 82,580 2.8 39,391 35,583 21 2 3,806 26 90.39 0.24

19 155,664 0.7 84,367 2.2 39,876 36,060 22 2 3,815 25 90.49 0.09

20 157,695 1.3 90,625 7.4 32,802 28,962 24 2 3,839 23 88.35 ▲ 2.13

21 160,122 1.5 90,908 0.3 32,780 28,831 23 4 3,945 22 88.01 ▲ 0.34

22 154,876 ▲ 3.3 88,582 ▲ 2.6 31,745 28,109 24 3 3,632 21 88.60 0.59

（注１）１世帯当たり・１人当たり保険料（税）調定額については、介護分及び後期高齢者支援金を含んだ年額である。

（注２）保険料（税）収納状況については、介護分及び後期高齢者支援金分を含んだ合計額である。

（注３）収納率は、居所不明者分調定額を控除した調定額を用いて算出している。（小数点第２位未満四捨五入）

（注４）平成２２年度は速報値である。

（注５）平成２２年度は、東日本大震災により被災した一部の保険者（２保険者）の数値を含んでいない。

収納率

保険料（税）収納状況（現年度分）保険料（税）調定額（現年度分）

１世帯当たり １人当たり
調定額 収納額

還付未済額

（別掲）

不納

欠損額
未収額

居所不明

者分調定

額（再掲）

（４）１人当たり保険給付費の推移（市町村）

金額 伸び率
年度 円 ％

18 210,755 3.5
19 225,953 7.2
20 229,607 1.6
21 236,494 3.0
22 245,519 3.8

（注）１人当たり保険給付費は療養給付費、療養費、高額療養費及

びその他の保険給付費の合計から算出している。

（３）　所得の推移（市町村）

金額 伸び率 金額 伸び率

年度 万円 ％ 万円 ％

18 138.0 ▲1.3 74.7 0.1
19 138.1 0.1 75.7 1.3
20 138.9 0.6 79.0 4.3
21 129.3 ▲ 6.9 74.4 ▲ 5.8
22 117.0 ▲ 9.5 67.5 ▲ 9.3

（注１）「国民健康保険実態調査」（世帯票）によるものであり、所得不詳を除いて

集計している。

（注２）課税標準額は、所得総額から基礎控除及び譲渡所得に係る特別控除を

除いた金額であり、前年度分のものである。

（注３）平成22年度は速報値である。

課税標準額

1世帯当たり 1人当たり



（参考２）

保険料(税)収納率（現年度分）の推移（市町村国保）

　 収納率
対前年度
増▲減差 　 収納率

対前年度
増▲減差

％ ％ ％ ％

昭和36年度 (1961) 92.85   － 昭和61年度 (1986) 93.69   0.07  

昭和37年度 (1962) 93.40   0.55  昭和62年度 (1987) 93.91   0.22  

昭和38年度 (1963) 94.48   1.08  昭和63年度 (1988) 94.13   0.22  

昭和39年度 (1964) 94.67   0.19  平成元年度 (1989) 94.04   ▲0.09  

昭和40年度 (1965) 94.79   0.12  平成 2 年度 (1990) 94.17   0.13  

昭和41年度 (1966) 95.16   0.37  平成 3 年度 (1991) 94.16   ▲0.01  

昭和42年度 (1967) 95.69   0.53  平成 4 年度 (1992) 93.87   ▲0.29  

昭和43年度 (1968) 95.86   0.17  平成 5 年度 (1993) 93.48   ▲0.39  

昭和44年度 (1969) 95.92   0.06  平成 6 年度 (1994) 93.27   ▲0.21  

昭和45年度 (1970) 95.82   ▲0.10  平成 7 年度 (1995) 93.32   0.05  

昭和46年度 (1971) 95.92   0.10  平成 8 年度 (1996) 93.00   ▲0.32  

昭和47年度 (1972) 96.25   0.33  平成 9 年度 (1997) 92.38   ▲0.62  

昭和48年度 (1973) 96.47   0.22  平成10年度 (1998) 91.82   ▲0.56  

昭和49年度 (1974) 96.26   ▲0.21  平成11年度 (1999) 91.38   ▲0.44  

昭和50年度 (1975) 95.85   ▲0.41  平成12年度 (2000) 91.35   ▲0.04  

昭和51年度 (1976) 95.38   ▲0.47  平成13年度 (2001) 90.87   ▲0.47  

昭和52年度 (1977) 95.01   ▲0.37  平成14年度 (2002) 90.39   ▲0.48  

昭和53年度 (1978) 94.85   ▲0.16  平成15年度 (2003) 90.21   ▲0.18  

昭和54年度 (1979) 94.78   ▲0.07  平成16年度 (2004) 90.09   ▲0.12  

昭和55年度 (1980) 94.31   ▲0.47  平成17年度 (2005) 90.15   0.06  

昭和56年度 (1981) 93.83   ▲0.48  平成18年度 (2006) 90.39   0.24  

昭和57年度 (1982) 93.62   ▲0.21  平成19年度 (2007) 90.49   0.09  

昭和58年度 (1983) 93.40   ▲0.22  平成20年度 (2008) 88.35   ▲2.13  

昭和59年度 (1984) 93.57   0.17  平成2１年度 (2009) 88.01   ▲0.34  

昭和60年度 (1985) 93.62   0.05  平成22年度 (2010) 88.60   0.59  

（出所）　国民健康保険事業年報

（注１）　収納率は、居所不明者分調定額を控除した調定額を用いて算出している。（小数点第2位未満四捨五入）

（注２）　平成12年度以降の調定額等は介護納付金、平成20年度以降は後期高齢者支援金を含んでいる。

（注３）　平成22年度の収納率は速報値である。



保険料（税）収納率の状況【都道府県別】 （参考３）

順位 順位 順位
％ 位 ％ 位 ％ 位

1 北 海 道 88.95 32 89.87 31 0.92 10

2 青 森 県 87.59 38 87.74 38 0.15 41

3 岩 手 県 90.71 15 90.56 22 ▲ 0.14 46

4 宮 城 県 86.44 42 86.44 44 0.00 44

5 秋 田 県 89.62 25 90.04 28 0.42 33

6 山 形 県 90.69 16 91.22 15 0.53 29

7 福 島 県 87.17 39 86.88 41 ▲ 0.29 47

8 茨 城 県 86.60 41 86.90 40 0.29 38

9 栃 木 県 84.77 46 86.01 45 1.24 2

10 群 馬 県 88.00 37 89.03 36 1.02 5

11 埼 玉 県 85.96 43 86.61 43 0.64 22

12 千 葉 県 85.52 45 85.97 46 0.45 32

13 東 京 都 83.93 47 83.90 47 ▲ 0.03 45

14 神 奈 川 県 87.02 40 87.64 39 0.62 24

15 新 潟 県 92.00 4 92.16 7 0.16 40

16 富 山 県 93.37 2 94.07 2 0.70 20

17 石 川 県 90.59 17 91.13 16 0.54 28

18 福 井 県 90.51 18 90.88 20 0.37 36

19 山 梨 県 88.07 36 88.67 37 0.60 26

20 長 野 県 91.38 9 92.25 6 0.87 11

21 岐 阜 県 90.95 12 91.66 12 0.71 18

22 静 岡 県 88.31 35 89.08 35 0.77 13

23 愛 知 県 89.79 23 91.11 17 1.32 1

24 三 重 県 88.82 33 89.93 30 1.11 4

25 滋 賀 県 91.29 10 92.42 5 1.13 3

26 京 都 府 91.38 8 91.78 10 0.39 35

27 大 阪 府 85.78 44 86.73 42 0.95 8

28 兵 庫 県 89.57 26 90.07 27 0.50 30

29 奈 良 県 90.05 21 90.82 21 0.76 14

30 和 歌 山 県 91.40 7 92.10 8 0.70 21

31 鳥 取 県 89.78 24 89.85 32 0.07 42

32 島 根 県 94.17 1 94.22 1 0.05 43

33 岡 山 県 88.64 34 89.44 34 0.79 12

34 広 島 県 89.09 31 89.81 33 0.72 16

35 山 口 県 90.31 19 91.02 18 0.71 19

36 徳 島 県 89.47 29 89.96 29 0.49 31

37 香 川 県 91.59 6 91.81 9 0.22 39

38 愛 媛 県 92.10 3 92.50 3 0.41 34

39 高 知 県 90.92 13 91.56 14 0.64 23

40 福 岡 県 89.93 22 90.29 24 0.36 37

41 佐 賀 県 91.73 5 92.44 4 0.71 17

42 長 崎 県 90.77 14 91.74 11 0.97 7

43 熊 本 県 89.47 28 90.40 23 0.93 9

44 大 分 県 89.12 30 90.12 25 0.99 6

45 宮 崎 県 90.25 20 90.99 19 0.74 15

46 鹿 児 島 県 89.55 27 90.10 26 0.55 27

47 沖 縄 県 91.00 11 91.60 13 0.60 25

88.01 － 88.60 － 0.59 －

（出所）　国民健康保険事業年報
（注１）　収納率は、居所不明者分調定額を控除した調定額を用いて算出している。（※小数点第2位未満四捨五入）
（注２）　平成22年度の収納率は速報値である。

平成21年度 平成22年度 
対前年度
増▲減差

全　国



政令指定都市及び特別区（東京２３区）の保険料（税）収納率　　　　　　　 （参考４）

順位 順位 順位
％ 位 ％ 位 ％ 位

1 札幌市 87.14      10 88.50      9 1.36   3
2 仙台市 83.80      23 84.21      24 0.42   13
3 さいたま市 84.60      20 85.31      19 0.71   10
4 千葉市 85.53      16 85.65      18 0.12   23

特別区(東京23区） 82.20      31 82.07      28 ▲ 0.12   29
5 千代田区 88.32      7 88.71      7 0.39   15
6 中央区 82.61      28 82.42      27 ▲ 0.19   33
7 港区 80.49      41 80.30      42 ▲ 0.19   32
8 新宿区 78.62      43 79.00      43 0.38   16
9 文京区 85.61      15 85.87      17 0.27   17
10 台東区 81.40      34 80.80      36 ▲ 0.60   38
11 墨田区 80.73      40 80.48      38 ▲ 0.25   34
12 江東区 82.16      32 81.91      29 ▲ 0.25   35
13 品川区 83.47      24 83.31      26 ▲ 0.16   30
14 目黒区 84.54      21 84.43      23 ▲ 0.11   28
15 大田区 82.22      30 81.38      32 ▲ 0.84   41
16 世田谷区 82.68      27 83.44      25 0.76   9
17 渋谷区 80.21      42 80.31      41 0.10   24
18 中野区 80.89      38 80.90      35 0.01   26
19 杉並区 82.86      26 81.89      30 ▲ 0.97   42
20 豊島区 82.50      29 80.76      37 ▲ 1.74   43
21 北区 81.28      35 81.37      33 0.09   25
22 荒川区 81.91      33 81.16      34 ▲ 0.75   40
23 板橋区 81.24      36 81.47      31 0.23   19
24 練馬区 83.36      25 84.51      22 1.15   5
25 足立区 81.04      37 80.44      40 ▲ 0.60   39
26 葛飾区 80.82      39 80.45      39 ▲ 0.37   37
27 江戸川区 84.78      19 84.53      21 ▲ 0.26   36
28 横浜市 87.34      9 87.50      11 0.16   22
29 川崎市 85.49      17 87.26      12 1.77   1
30 相模原市 86.26      12 86.07      16 ▲ 0.19   31
31 新潟市 89.70      5 89.89      6 0.19   21
32 静岡市 87.78      8 88.60      8 0.82   8
33 浜松市 86.79      11 87.70      10 0.91   7
34 名古屋市 91.44      2 92.67      1 1.23   4
35 京都市 90.66      4 91.05      3 0.39   14
36 大阪市 84.31      22 84.87      20 0.56   12
37 堺市 88.65      6 90.22      5 1.57   2
38 神戸市 90.79      3 90.73      4 ▲ 0.06   27
39 岡山市 85.37      18 86.38      15 1.00   6
40 広島市 86.16      13 86.83      13 0.67   11
41 北九州市 91.50      1 91.72      2 0.22   20
42 福岡市 86.16      14 86.41      14 0.25   18

85.89      - 86.30      - 0.41   -
88.01      - 88.60      - 0.59   -

（出所）　国民健康保険事業年報
（注１）　収納率は、居所不明者分調定額を控除した調定額を用いて算出している。
　　　　　　（特別区(東京23区)及び全国等の平均は小数点第2位未満四捨五入、保険者は小数点第2位未満切捨て。）
（注２）　平成22年度の収納率は速報値である。

平均
政令指定都市及び特別区

全　　　国

保 険 者 平成21年度 平成22年度

対前年度
増▲減差



（参考５）

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

全世帯数 (A) 23,713,339 24,436,613 24,897,226 25,302,112 25,508,246 21,717,837 21,446,473 21,136,752 20,711,375

滞納世帯数 (B) 4,546,714 4,610,082 4,701,410 4,805,582 4,746,032 4,483,271 4,419,923 4,364,282 4,144,845

割合 (B/A) 19.2% 18.9% 18.9% 19.0% 18.6% 20.6% 20.6% 20.6% 20.0%

短期被保険者証
交付世帯数  （C)

945,824 1,045,438 1,072,449 1,224,849 1,156,381 1,241,809 1,210,437 1,283,651 1,254,928

割合 (C/A) 4.0% 4.3% 4.3% 4.8% 4.5% 5.7% 5.6% 6.1% 6.1%

被保険者資格証明書
交付世帯数 (D)

258,332 298,507 319,326 351,270 340,285 338,850 310,860 306,584 295,957

割合 (D/A) 1.1% 1.2% 1.3% 1.4% 1.3% 1.6% 1.4% 1.5% 1.4%

（出所） 厚生労働省保険局国民健康保険課調べ
（注1）各年6月1日現在の状況。
（注2）全世帯数は平成19年までは各年3月31日現在（国民健康保険事業年報より）、平成20年以降は6月1日現在の状況である。
（注3）平成19年以降の滞納世帯数は6月1日現在で国民健康保険の資格を有する世帯とすることを明確化したところであり、18年までとの比較には注意を要する。

（注5）平成23年は速報値。

滞納世帯数等の推移

（注4）福島県の一部の町（広野町、楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町及び新地町）については含まれていない。



（参考６）

（平成23年6月1日現在）

割合 交付世帯 割合 交付世帯 割合

Ａ B B/A C C/A D D/A
世帯 世帯 ％ 世帯 ％ 世帯 ％

1 北 海 道 903,042  146,612  16.2 68,320  7.6  14,114  1.6  

2 青 森 県 250,508  52,831  21.1 16,054  6.4  3,419  1.4  

3 岩 手 県 213,125  33,171  15.6 13,985  6.6  793  0.4  

4 宮 城 県 358,481  79,397  22.1 22,526  6.3  2,465  0.7  

5 秋 田 県 170,381  27,550  16.2 9,274  5.4  1,974  1.2  

6 山 形 県 168,203  24,965  14.8 8,449  5.0  1,027  0.6  

7 福 島 県 301,446  71,532  23.7 17,695  5.9  2,212  0.7  

8 茨 城 県 493,069  112,596  22.8 51,465  10.4  5,614  1.1  

9 栃 木 県 328,591  79,475  24.2 17,424  5.3  13,357  4.1  

10 群 馬 県 329,907  52,473  15.9 21,061  6.4  9,410  2.9  

11 埼 玉 県 1,228,101  283,294  23.1 44,637  3.6  2,239  0.2  

12 千 葉 県 1,053,233  241,201  22.9 87,743  8.3  19,878  1.9  

13 東 京 都 2,455,621  644,431  26.2 97,489  4.0  24,085  1.0  

14 神奈川県 1,448,535  319,079  22.0 65,962  4.6  40,486  2.8  

15 新 潟 県 340,266  55,624  16.3 13,948  4.1  2,738  0.8  

16 富 山 県 150,711  18,108  12.0 5,156  3.4  2,495  1.7  

17 石 川 県 169,288  30,446  18.0 9,263  5.5  1,321  0.8  

18 福 井 県 108,689  14,598  13.4 5,677  5.2  2,263  2.1  

19 山 梨 県 142,006  27,377  19.3 10,665  7.5  2,274  1.6  

20 長 野 県 324,730  48,242  14.9 14,017  4.3  457  0.1  

21 岐 阜 県 320,145  48,175  15.0 17,896  5.6  4,870  1.5  

22 静 岡 県 604,247  95,142  15.7 36,670  6.1  6,576  1.1  

23 愛 知 県 1,097,244  201,574  18.4 64,139  5.8  5,390  0.5  

24 三 重 県 282,199  54,392  19.3 11,421  4.0  6,897  2.4  

25 滋 賀 県 185,960  28,909  15.5 11,765  6.3  1,262  0.7  

26 京 都 府 400,405  56,584  14.1 23,367  5.8  4,815  1.2  

27 大 阪 府 1,501,338  358,114  23.9 109,866  7.3  29,847  2.0  

28 兵 庫 県 856,036  156,567  18.3 44,696  5.2  8,148  1.0  

29 奈 良 県 212,160  33,340  15.7 11,484  5.4  813  0.4  

30 和歌山県 179,189  30,729  17.1 9,874  5.5  3,872  2.2  

31 鳥 取 県 89,150  14,324  16.1 6,129  6.9  1,259  1.4  

32 島 根 県 101,874  10,475  10.3 3,706  3.6  904  0.9  

33 岡 山 県 283,109  58,481  20.7 12,845  4.5  3,728  1.3  

34 広 島 県 421,753  73,497  17.4 32,494  7.7  3,244  0.8  

35 山 口 県 230,819  32,948  14.3 9,671  4.2  3,002  1.3  

36 徳 島 県 112,084  18,040  16.1 8,375  7.5  1,236  1.1  

37 香 川 県 145,647  20,364  14.0 8,593  5.9  3,003  2.1  

38 愛 媛 県 236,790  35,471  15.0 12,245  5.2  5,129  2.2  

39 高 知 県 132,056  17,444  13.2 11,187  8.5  3,116  2.4  

40 福 岡 県 780,961  137,974  17.7 65,436  8.4  27,867  3.6  

41 佐 賀 県 122,173  20,529  16.8 9,015  7.4  1,458  1.2  

42 長 崎 県 241,085  40,390  16.8 20,064  8.3  1,893  0.8  

43 熊 本 県 297,278  65,274  22.0 31,281  10.5  2,339  0.8  

44 大 分 県 195,707  35,325  18.0 16,335  8.3  4,665  2.4  

45 宮 崎 県 200,751  34,989  17.4 17,616  8.8  2,792  1.4  

46 鹿児島県 284,054  47,004  16.5 23,325  8.2  5,036  1.8  

47 沖 縄 県 259,228  55,788  21.5 24,623  9.5  175  0.1  

合 計 20,711,375  4,144,845  20.0 1,254,928  6.1  295,957  1.4  

（出所） 厚生労働省保険局国民健康保険課調べ

（注１） 全世帯数、滞納世帯数、短期被保険者証交付世帯数及び資格証明書交付世帯数は各年6月1日現在である。

（注３） 数値はいずれも速報値である。

（注２）福島県の一部の町（広野町、楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町及び新地町）については含まれていない。

都道府県別滞納世帯数等

全世帯数 滞納世帯数
短期被保険者証 資格証明書



（参考７）

１．収納対策

（１）収納対策に関する要綱の策定状況

保険者数 割合

721 41.9%

（２）収納体制の強化

保険者数 割合

332 19.3%

824 47.9%

89 5.2%

（３）徴収方法改善等の実施状況

保険者数 割合

328 19.1%

24 1.4%

581 33.8%

（４）滞納処分の実施状況

差押数（世帯）

差押金額（億円）

保険者数 割合

1,561 90.8%

1,534 89.2%

681 39.6%

639 37.2%

２．国民年金被保険者情報の活用状況

保険者数 割合

①日本年金機構との覚書の締結状況 533 31.0%

②職権喪失の実施状況（２月の通知に基づき職権喪失を実施） 251 14.6%

３．医療費適正化対策の実施状況

保険者数 割合

①頻回・重複受診者への訪問指導の実施状況 856 49.8%

②柔道整復療養費についての患者調査の実施 161 9.4%

（出所）厚生労働省保険局国民健康保険課調べ

平成２２年度

平成２２年度

②財産調査の実施

③差押えの実施

④捜索の実施

⑤インターネット公売の活用

①口座振替の原則化

②マルチペイメントネットワークシステムを利用した口座振替の推進

③多重債務相談の実施

平成２２年度

①滞納処分件数
186,790

732

①税の専門家の配置（嘱託等含む）

②収納対策研修の実施

③連合会に設置した収納率向上対策アドバイザーの活用

平成２２年度

その他の事業の実施状況

平成２３年３月末現在

要綱（緊急プラン、収納マニュアル等）の策定保険者

平成２２年度




